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２. 地域のデジタル化で何ができるか︖
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北広島市の現状
北海道の北広島市は、札幌圏のベッドタウンとして成⻑してきましたが、⾼齢化による⼈⼝減少が進むなど、地域
として⾃⽴した活性化策が必要となりました。その対策として、企業誘致で交流⼈⼝を拡⼤し、移住や定住につな
げる成⻑戦略を実⾏するとともに、今般、スポーツ施設（⽇本ハムファイターズ球場）の誘致が決定したことで、
デジタルを活⽤した新たな地域戦略を展開しています。

出典︓地域再⽣計画（北広島市）
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⼈⼝増加時代は⼀律にインフラを増設すればよかったのですが、⼈⼝減少時代にインフラを⼀律削減すると不便を
助⻑する可能性があります。デジタルで施設の稼働状況をモニタリングしてサービスの供給量をコントロールした
り、ピーク・オフピークの料⾦設定を⼯夫することなどにより、地域のインフラ維持の可能性が開けてきます。

地域の人口減少・高齢化がもたらす課題に、デジタルは何ができるか

ゴミ

収集

エネル

ギー

交通労働力医療費 デジタルなモニタリングで対策

⼈⼝減少によるインフラの不均衡をデジタルで解消
既存インフラの供給能⼒操業停止・事業破綻・解雇の発生

⼀律削減の弊害

人口減少で変化する需要

出典︓⾼齢社会⽩書
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ベッドタウンから⾃⽴した成⻑都市へ
北広島市は、デジタルを活⽤した事業を展開することで、市⺠に対して「健康的で安⼼な⽣活環境」、「働きたい
仕事」を提供し、「ベットタウン」から「希望あふれる成⻑都市」に進化しつつあります。

※関係人口…移住した「定住⼈⼝」でもなく、観光に来た「交流⼈⼝」でもない、地域や地域の⼈々と多様に関わる⼈々のこと定住人口
地域への定住志向

交流⼈⼝ 関係人口※ 強弱

働きたい仕事ベンチャービルダー
特産品購入

寄付
（ふるさと納税）

訪問
（旅⾏・出張）

副業・
地域支援

二地域居住

移住・定住

地域への思い
強

弱

成⻑都市

ベッドタウン

安心なインフラ地域統合型インフラ経営
健康な生活⾏くと元気になるボールパーク

美味しい食べ物コミュニティが支える農業
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北広島市がデジタルで実現していること❶ コミュニティが支える農業 美味しい食べ物
農業は課題⼭積（就業⼈⼝の減少・⾼齢化・耕作放棄地増⼤）で農家単独での解決は困難です。市⺠とボールパー
クが周辺農家がつながる「農業デジタル・プラットフォーム（取引基盤）」を作ることで、生産者消費者と地域の
中核施設が一体になるコミュニティを形成し、「安心で美味しい食物の循環」による地域活性化を進めています。

単
協

全
農

卸
売
市
場

小
売

農家 消費者

農業の取引構造の変化 デジタルで連携する
コミュニティが農業を活性化させる(CSA)※

 消費者ニーズに応える対価を農家に前払いし
アグリテック等を導入し農家経営を近代化します

 消費者は、収穫を⼿伝いボールパークや⾃宅で
消費し、ロスのない持続可能な農業を実現します 農業・デジタルプラットフォーム

マルシェ・レストラン

農家 北広島
市⺠

農作業支援

アグリテック
e-コマース

交流・ニーズ
発信

ボール
パーク

銀⾏

デジタル
で前払い

経営相談
資⾦管理

※Community Supported Agriculture

北広島市の役割・プラットフォーム運営・地元との合意形成支援・周辺都市への販路拡⼤
新しい流れ

農家と消費者はお互い一方的に生産し消費しています。
農家に山積する課題に対し、消費者側からアプローチ
すれば「サステナブル」な仕組みが構築できます。
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健康な生活

診る

する

北海道ボールパーク
オンライン診療

ソーシャルインパクトボンドによる支払
地域施設

スポーツチーム・ジム・医療機関利⽤料（SIB外）

データによるモニタリング

北広島市⺠・北広島市⽴地企業

北海道ボールパークのインフラ北広島市・投資家・企業健保組合等

観戦・医療・運動指導健康モニタリング
分配 連携 資

⾦
提
供
者

出資・融資
分配

「⾏くと元気になるボールパーク」は、地域のスポーツ施設（北海道ボールパーク）を市⺠や周辺⽴地企業に開放す
るとともに、施設と連携したオンライン診療による健康増進事業を⾏い、⼼⾝の健康寿命延伸を⽀援する事業です。北広島市の役割・ボールパークへの運営委託・市⺠の健康状態をデジタルに把握

オンライン
遠隔医療

ジム

観る

「⾏くと元気になるボールパーク」

野球観戦

⾏くと
元気に
なる

掛け声倒れに終わりがちな、「市⺠の健康増進」を協業で実現します

北広島市がデジタルで実現していること❷ ⾏くと元気になるボールパーク
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デジタル化により、地域の医療費削減と健康で暮らしやすい環境の整備を同時に実現しています。住⺠の健康デー
タ（バイタルデータ）を管理・活⽤するサービスを導⼊し（ふるさと納税を活⽤）、それによる健康増進で実現し
た医療費削減効果を住⺠にデジタル商品券で還元する仕組みです。さらに、調剤薬局がオンラインで注⽂を受け配
送する仕組み、健康に配慮した農産物を食べる仕組み等が含まれています。

デジタル活用（バイタルデータ）で健康増進健康な⽣活で溜まるポイント＜市⺠へのインセンティブ＞地域活性化ｘ多様な座組
医療費削減

運動

食事

社会
参加

＜市⺠⽣活のデジタル化＞ネット経由で配送する薬や日用品
⼈⽣百年に向けた健康寿命の延伸 高齢化で嵩む医療費を削減

地元⾦融機関による⽀援 59千人x全国平均差額
10万円＝60億円（インセンティブの原資）

市⺠のバイタルを計測ウェアラブル端末を寄付 オンライン遠隔医療
バイタルデータを使った診断やアドバイス

医療機関スポーツ施設と連携開始ボランティアによるデジタル導入の支援活動
周辺デジタルサービスの企画・開発

一部をデジタル商品券として還元

ドラッグストア農業支援コミュニティ＜CSA＞

地域の連携プラットフォーム ITベンダ商店街地元⾦融機関
⾦融ジェロントロジー領域との親和性、社会保険改革との親和性＞＞⾦融機関が横展開

ふるさと納税法人版を使った
当初所要資⾦の寄付

健康な生活北広島市がデジタルで実現していること❸ デジタルで健康増進
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安心なインフラ

北広島市 ボール
パーク ⾦融機関

新会社・シュタットベルケ（公益企業）

インフラ
事業者共同出資

地域住⺠/地域企業
総合インフラサービス提供、地域還元メニューの提示等 利⽤料
北広島市・ボールパークで運営 交通エネルギー ごみ収集 上下水道 防災設備

人口減少で運営が厳しくなる地域のインフラ事業（エネルギー、地域交通など）を持続させることは大きな課題です。
デジタルを活⽤してモニタリングと運営管理の仕組みを導⼊すれば、インフラ⿊字事業が⾚字事業を補填し総合採算
でサービスを維持し、余剰資⾦を社会課題解決に再投資する仕組みで地域のインフラ事業を守ることができます。

従来型の縦割りインフラ運営 テクノロジーで稼働状況に基づく
総合採算をモニターする地域統合型インフラ経営

エネルギーマネジメント
基盤

一般的に地域インフラ事業の運営は、縦割りの事業構造と
なっています。しかし人口減等の要因で採算が悪化すると
撤退やサービス低下につながり地域経済に悪影響を与えます。

交通

エネルギー

ごみ収集

上下水道

防災設備

地域住⺠/地域企業

シュタットベルケ方式（公益企業）※ デジタル技術の活用 ⇒ クラウド上の統合オペレーション基盤

北広島市がデジタルで実現していること❹ シュタットベルケ
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ベンチャーと
街ぐるみの
デジタル化

北広島市がデジタルで実現していること❺ デジタル地場産業創発 働きたい仕事
街づくりのデジタル化を⾜掛かりに、内外のデジタル⼈材を惹きつける成⻑産業育成によって「市⺠が働きたい仕
事」を創り出し、街ぐるみのデジタル化で定住⼈⼝の拡⼤を通じた持続可能な北広島市の成⻑を⽀援します。

地元大学
共同研究
と開発

大学発
ベンチャー

インターン制度
就業機会提供

北広島市定住

内外ベンチャー
企業の誘致
ノウハウ共有

「デジタル・ベンチャースタジオが仕事を創り出す」

アイ
デア

企業
探索

戦略
構築

技術
導入

街づくりにデジタルベンチャーの技術を導入し、外部への
拡販を通じて企業を成⻑させ、雇⽤を創出する仕組み

NTTデータ経営研究所
およびグループ企業

北広島市

⾦融機関
デジタル

ベンチャースタジオ

ベンチャーへの出資 就業機会 ベンチャーに出資
運営ノウハウ/機能提供

外部展開・拡販
設⽴⽀援 北広島市、ボールパーク、⾦融機関、NTTデータグループの共同出資

テスト環境、動作環境ベンチャー探索・育成・導入機能
北広島市⺠

学生インターン

北広島市の役割・移住環境、就業環境の整備・優遇税制、手続きのデジタル化、各種誘致策・企業への出資（知的所有権の確保）

キッズコードキャンプ（英語）

キッズキャンプ
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３．デジタルによる新たな「つながり」
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 付加価値を直接届ける
SaaS（Software as a service
＝デジタルサービスの提供方法）
を活⽤して、企業や住⺠のデジタル化
を進め利便性を届ける

 つながりの強化
地域コミュニティとのつながりを
深め、公⺠連携の推進によって地域の
活性化や強靭化を促進する

 コスト削減
クラウドとSaaSを活用した標準化や
共同化が進み、回りまわって⾏政の
効率化が実現する流れが⽣まれている

これまでのIT化は、⾃前主義のシステム導⼊（オンプレミス）による⾏政内部の業務効率化が主眼となっていたた
め、効果が実感しにくく「IT投資はぼったくり」ではないか︖という疑念さえ湧くほどでした。しかしクラウド（注１）等の技術の発展を背景とするSaaS（注２）等の登場で、住⺠目線で付加価値を提供している例が、増えています。
今、世界中で取り組まれている「デジタル化」は従来の「ＩＴ化」と何が違うのか

14

ぼったくりぼったくりぼったくりぼったくり

では？では？では？では？

費用が
高い

更改のた更改のた更改のた更改のた

びに費用びに費用びに費用びに費用

がかかるがかかるがかかるがかかる

オン・プレミス
で庁内を効率化

クラウド活用で
デジタルで住⺠に
直接価値を提供

（注1） クラウドとは、ユーザーが自前でシステムを保有しなくても、必要な時に必要な分だけサービスを利⽤できるコンセプトです。（注２）SaaSとは、Software as a Serviceの略で、ベンダーが提供するサービスをインターネットでアクセスし、ユーザーが直接利⽤可能なサービスです。
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クラウド化とは
クラウド オンプレミス

データの共有や連携
例︓ヘルスケア
● 患者目線でのデータ連携を推進できる。
（転居に伴う転院、複数の科目を跨る診療、家族の⾒守り、
医療と介護の⼀体化等）
☞データ共有で住⺠に直接価値を届けられる
☞準公共（病院等）のデータを自治体が把握できる

例︓ヘルスケア
● 院内での事務処理に留まるため、データ共有や

連携の範囲は限定的にとどまる。データ共有は
不可能ではないが、システム構造上費⽤が⾼額
☞ 所詮、庁内や院内のメリットに留まる

持続的な
セキュリティ対策 ● クラウド事業者が最新のセキュリティ対策を実施。

● 自前でセキュリティ対策を継続的に最新化する必要
があり、ノウハウ、予算や人材を確保する必要が生
じるため、結果的に高コストになってしまう。

災害対策 ● 安全な⼟地に隔離されるため発災しても、
データやシステムの復旧が可能。

● 自施設内にサーバやデータを置くため、災害に
対して脆弱で、復旧に時間を要する。

共同利⽤ ● 共同利⽤型にすれば費⽤がN割が適用でき
参加者が増えるほど、利⽤料は安くなる。

● 単独で利⽤するため、規模が⼤きくなるほど
システムコストは上昇せざるを得ない。

システム運用コストや
保守要員

● ハードウエアやネットワークが供給されるため、一時的に
巨額の更新投資は不要になる。

● システム維持管理の⼈材を前向きな活動にシフトできる

● 自前で全てを維持・構築するため、保守人員が
必要で、結果的にコストが割高になる。

● ハードウエアの保守期限に合わせ更新投資が
かさむ。
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住⺠やユーザーに直接価値を提供できるSaaS（ソフトウエア・アズ・ア・サービス）を活用することで、地域の
企業の活性化を目指す動きが活発化しています。

SaaSによる地域企業の活性化

SaaSを使った地域企業の活性化（福岡銀⾏）SaaSを活用した地域企業の活性化（MUFG）

出典︓MUFGプレスリリース 出典︓次世代取引基盤WGでの FFG河崎氏プレゼン

福岡フィナンシャルグループでは、2019年よりSaaS企業と連携した中小
企業向けコンサルを実施しています。今後FFGはSaaSプラットフォームを
構築し地元企業に活用してもらうスキームを考案中とのことです。

銀⾏コンサル
SaaS

簡易版コンサルツールを提供SaaS企業との連携を拡大中
SaaSツール

ビジクルに５１％出資して子会社化
MUFGは11⽉に地銀に簡易コンサルツールを提供し、有⼒なSaaS企
業との連携でキックバックを受取るスキームで拡大する「ビジクル」
に対するメジャー出資を公表し、その後セールスフォースやNTTDも
含めた協業案を公表する予定です。
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デジタルが住⺠に浸透し、住⺠参加で社会の仕組みを作り上げる「シビックテック」や、住⺠と公的機関が⼤学
や企業と協⼒してオープンイノベーションを推進する「リビングラボ」の取組が⽇本各地で進んでいます。

デジタルが住⺠参加を拡⼤

「鎌倉リビングラボ」は、⽇本における黎明期の2016年に鎌倉今泉
台地区で発足したもので、高齢者が多いことを特色に、東大・鎌倉
市・ニッセイ・ITOKI等が中心となって人生100年時代のライフスタ
イル・イノベーションを実践する活動です。

鎌倉︓リビングラボによる新製品開発

住⺠が必要としているものをゼロベースで検討し、市⺠、⼤学、企業、⾏政など様々なステークホルダーがアイデアを持ち寄り、サービスのプロトタイプを実際に使ってみながらディスカッションを繰り返すなど、試⾏錯誤しながらアイデアを具体化。

シビックテックは、シビック（市⺠）とテクノロジー（技術）をかけあ
わせた造語で「市⺠主体で⾃らの望む社会を創りあげるための活動」。
シビックテックの代表格に“Code For Japan”があり、2021年から
デジタル庁の関与が始まっています。※2 中でも奈良県の活動は、
コンテストでの入賞等、高いプレゼンスを保っています。

※非営利型の⼀般社団法⼈ コード・フォー・ジャパンは,2013年に設⽴された組織で、多くのボランティアにより運営され、日本各地の80以上のコード・フォー団体と緩やかに連携しています。代表理事の関⽒は、デジタル庁の非常勤職員を兼任し連携を推進。しています。

奈良︓シビックテックによるソフトウエア開発

出典︓Code for Japan 出典︓鎌倉リビングラボ
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これまで公共サービスは、窓口に負荷のかかるものでしたがスマホ側に相談受付やスケジュール機能を組み込む
ことで窓⼝負担を減らしながら、よりスムーズで快適な住⺠（顧客）体験を提供する活動が進んでいます。

公共サービスに新しい顧客体験を提供

18

出典︓会津若松市

千葉/⽩井市︓予防接種プランの⾃動作成
⽩井市では⼦ども健康な成⻑に必要な予防接種のスケジュール作成を
窓⼝相談で対応してきました。⼈⼿不⾜で対応が難しくなっていたこと、
情報提供機能を応⽤して、妊娠・出産・就学と各成⻑ステージにわたって
切れ目なく住⺠を⽀援したいとの市⻑の思いから実現したサービスです。

予防接種はワクチンによって接種する
⽉齢や年齢、回数が違い、間隔をあけて接
種するべきものがあるなど、スケジュール
作成に手間がかかっていたが。その手間を
大幅に減らしてくれるものです。

問い合わせが激減し
業務が効率化

情報配信機能で
充実した子育て支援
利⽤者増で予防接種
の計画的実施が定着

福島県/会津若松市︓⺟⼦健康⼿帳のデジタル化
会津若松市は、マイナンバーカードを利⽤した⺟⼦健康情報の仕組みル
を構築し、安⼼で利便性の⾼い⺟⼦健康・⼦育て環境を実現しています。
市で受けた乳幼児健診の記録や、予防接種の記録をスマートフォンなど
で確認可能なほか、市からの子育て情報も受け取ることができます。

出典︓⽩⽯市 自治体通信


